
研究目的と仮説
現代は、消費者は商品選択の際にインターネットの情報や広告、口コミなどの膨大な情報を利用するこ

とが可能である。大量の情報を処理しようとすると、消費者は情報過負荷な状態に陥る。情報過負荷な状
態では、消費者の意思決定に混乱が生じ、購買意欲の減退につながる場合がある。Iyengar（2000）が行っ
たジャムの試食販売を扱った実験では、６種類と24種類のジャムを使って、消費者の選択について実験が
行われた。この実験からは、試食できるジャムの種類が多いと消費者は購買行動を見送ることが示された。
このような情報処理能力の限界についてはこれまでにも心理学的知見から研究がなされてきたが、実際の
小売マーケティング等の問題と結びつけられることは少なかった。そこで本研究では、小売マーケティン
グやプロモーションから派生する情報過負荷について、消費者情報処理に係る認知心理学的視点から小売
業におけるマーケティングや販売促進について考察することを目的とする。

研究方法
これらを検証するため、質問紙調査と２つの実験的研究を計画した。質問紙調査では、消費者の情報

利用について、10の広告やメディアに対する利用状況や心理的実態に関する調査を幅広く行った。次に、
POP広告や商品の選択肢数といった情報量の多寡に焦点を当て、実験室的実験と店舗実験を行った。実
験室的実験では商品の選択肢数や陳列方法の違いが商品選択に及ぼす影響について調査し、消費者の購買
行動を促進および抑制する要因を検証した。実店舗での商品の購買を想定し、被験者が商品選択に要した
時間や選択時の楽しさといった心理的実態について調査した。店舗実験では商品数の違いやPOP広告の
有無が消費者の商品選択や満足度に及ぼす影響について検証した。なお店舗実験では、都内のベーカリー
による許可を得て、店内の対象商品を購入した男女計60名に質問紙を用いた出口調査を行った。

分析結果と考察
質問紙調査の結果、バナー広告やネット広告など情報化社会特有の広告について「うんざりする」とい
う消費者が多く見られ、これらの広告が効果的に作用していないことが示された。また、意思決定の過程
で接する広告の情報量の多さや内容の差異がスムーズな購買行動の妨げになっていることが示された。実
験室的実験では、POP広告やメーカーごとの陳列といった消費者への情報付与が、商品選択時間や満足度
に影響を与えないことが示された。しかし、選択肢を減らし、またメーカーごとの陳列を行うことで商品
選択における自信の程度が高まり、購買促進につながることが示唆された。店舗実験では、POP広告の有
無や商品数の変化は消費者の商品選択時間や満足度に影響を与えないことが示された。しかし、POP広告
をつけた場合に調査対象の商品全体の売上が増加したことから、POP広告には消費者が「結局どの商品も
買わない」という状況を回避する効果があると考えられる。分析によって効果が確認できた項目はわずか
であったが、マーケティングおよび情報過負荷の視点からインストア・マーチャンダイジングについて検
討することは、十分に意義のあることであると結論づけられる。
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